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Ⅰ は じ め に

失業者は本当に不幸なのだろうか｡ ｢失業が不

幸なことは当たり前だ｣ というのが一般の人の印

象であろう｡ ところが, 市場均衡を前提とする新

古典派経済学では, 失業は自発的なものであると

考えられてきた｡ 仮に, 賃金が労働市場を均衡さ

せるように伸縮的に調整しているのであれば, 働

くことを選ばないで職探しに専念する失業者は,

低い賃金で働くよりも職探しを続けてよりよい就

職先を探すことを自発的に選んでいるのである｡

もし失業者が自ら望んで失業状態を選んでいるた

めに失業状態にあるとすれば, そのような自発的

な失業者は, 所得水準が同じ雇用者と比較すると,

働いていない分だけ雇用者のほうが失業者よりも

不幸であるか幸福度の水準は変わらないことにな

る｡

しかし, 所得水準などの他の事情が同じである

にもかかわらず雇用されている場合のほうが失業

状態よりも幸福であるということであれば, 失業

を自発的なものだと考える新古典派的な経済学の

考え方を修正する必要がある｡ また, 失業が賃金

の下方硬直性から生じるという考え方であっても,

失業状態で高い所得水準がある場合と, その同じ

所得水準で仕事をしている場合では, 労働が不効

用である限り, 失業状態のほうがより高い効用水

準にあるはずである｡ もし, 雇用状態であること

が金銭的便益とは別に人々に幸福感をもたらすの

であればそれに応じて経済政策のあり方も変更が

必要になる｡ たとえば雇用者の所得と同じになる

ように失業者に金銭的な補償を行っても, 失業者

の主観的厚生水準は雇用者よりも低いままである｡

その意味で, 同じ金額を用いるのであれば, 金銭

的な補償を行うよりも失業者に職を与える政策を

行うほうがより高い厚生水準を達成することがで

きるのである｡

このように, 失業が人々の幸福感にどのような

影響を与えるかは, 経済学的にも政策的にも重要

な問題である｡ それでは, 幸福感はどのように計

測できるのだろうか｡ 通常, 幸福感は, 意識調査
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｢失業者は雇用者に比べて不幸なのか｣ という問題について, 海外の実証研究の紹介を行っ

た上で日本についての実証分析を行った｡ その結果, 海外の実証研究では, 所得水準やさ

まざまな個人属性をコントロールしても失業が幸福度を引き下げることが示されているこ

と, 著者による日本の実証研究においても同様の結論が得られることが示される｡ この結

果が正しいとすれば, 人々の主観的な厚生水準 (幸福度) を引き上げるためには, 失業者

への金銭的な再分配政策を行うよりも, 同額の資金で仕事を創出したほうが効果的である

という含意をもつ｡
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によって計測されている｡ 典型的には, ｢全体と

して, 今あなたはどの程度幸福だと感じています

か｡ 『非常に幸福』 を 10 点, 『非常に不幸』 を 0

点, 『幸福とも不幸ともどちらともいえない』 を

5 点として, あなたは何点ぐらいになると思いま

すか｣ という設問に対する回答を用いる｡

経済学では伝統的にこのような主観的厚生水準

については, 個人間の比較が困難であるという理

由で, 理論的にも実証的にも分析の対象とはされ

てこなかった｡ しかしながら, ｢幸福度｣ や ｢満

足度｣ の指標を計量経済学的に分析した近年の研

究は, さまざまな個人属性や経済変数が幸福度に

与える影響が非常に安定的であり, 国際的にも共

通していることが多いことを明らかにしてきた｡

例えば, Frey and Stutzer (2002) は, 最近の幸

福度に関する実証研究を展望している１)｡ その中

で, 多くの実証研究はさまざまな要因をコントロー

ルした上でも, 失業が幸福度にマイナスの影響を

与えることを示してきた｡

失業が幸福度に与える影響は二つある｡ 第１に,

個人の失業状態や失業経験が幸福度にどのような

影響を与えるかという問題である｡ 第２に, マク

ロの失業率が幸福度にどのような影響を与えるか

という問題である｡ マクロの失業率の上昇は, 幸

福度に二つのルートで影響を与える｡ 失業状態に

ある人々の比率が増えることで社会全体で幸福な

人の比率が低下する効果と, 失業状態にない人に

とってマクロの失業率の上昇によって失業不安が

高まるという現象を通じて幸福度が低下するとい

う効果である｡

Di Tella, MacCulloch, and Oswald (2001) は,

ヨーロッパの 12 カ国の幸福度に関するミクロデー

タを用いて, 失業状態, 失業率およびインフレ率

が幸福度に与える影響を分析した｡ 彼らは失業状

態にある人々は, 雇用状態にある人々よりも他の

要因をコントロールしても, 不幸であることを示

した｡ Clark and Oswald (1994) もイギリスの

ミクロデータを用いて分析し, 失業状態にあるこ

とが, 人々の幸福度を大きく引き下げることを明

らかにしている｡ アメリカおよびイギリスのデー

タを用いた Wolfers (2003) および Blanchflower

and Oswald (2004) も失業が幸福度に負の影響

を与えることを示している｡

失業と幸福度の研究における問題点は, ほとん

どの研究でクロスセクションデータが用いられて

いることである｡ クロスセクションデータによる

分析では, 失業と幸福度の間に負の相関関係があっ

たとしても, 失業から幸福度への因果関係を示し

ているとは限らないのである｡ 例えば, 不幸だと

感じやすい人がより失業する可能性が高いという

逆の因果関係によっても失業と幸福度に負の相関

が生じてしまう｡ この問題点を克服する一つの方

法は, 同一の個人の幸福度の変化を利用すること

である｡ ドイツのパネルデータを用いて個人の幸

福感に関する固定効果を除去して, 失業が幸福度

に与える影響を分析したのが, Winkelmann and

Winkelmann (1998) である｡ 彼らの研究の結果

は, 個人の固定効果を考慮したとしても, 失業が

幸福度に大きな負の影響を与えることを示してい

る｡ つまり, 平均的な人よりも不幸だと感じやす

い人が失業しているために幸福度と失業状態の間

に負の相関があったのではなく, 失業状態への変

化が人々の幸福度を低下させていたのである｡

失業が幸福度に与える影響は, 失業者の置かれ

た環境によっても異なるのであろうか｡ 例えば,

失業率が高く, 失業がごく普通のことであるよう

な環境で失業するのか, 失業が例外的な環境で失

業するのかで幸福度に与える影響は異なってくる

可能性がある｡ 実際, イギリスでの研究の多くは,

高失業地域における失業は低失業地域における失

業より幸福度に与える影響は小さいことを示して

いる (Clark and Oswald (1994))｡ Clark and

Oswald (1994) は, 失業率が高い年齢層である

若年層や高齢層における失業は, 失業率が低い 3

0‒49 歳層の失業に比べて幸福度の低下効果が小

さいという結果を得ている｡ ただし, ドイツのパ

ネルデータを用いて分析した Winkelmann and

Winkelmann (1998) は, 失業によって最も不幸

になる年齢層は若年層であることを示している｡

若年層における失業が当該個人にとって永続的な

ショックとなるのか否かが国によって異なってく

ることが結果の違いをもたらしている可能性があ

る２)｡

Di Tella, MacCulloch, and Oswald (2001) お
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よび Wolfers (2003) は, 個人の失業の効果に加

えて, マクロの失業率が幸福度に与える影響も分

析している｡ その結果, マクロの失業率の上昇に

よっても個人の幸福度が低下すること, そして,

その程度はインフレ率の上昇による幸福度の低下

効果を上回ることが示されている｡ Wolfers

(2003) は, 失業率の変動も幸福度にマイナスの

影響を与えることを見いだしている３)｡

しかしながら, 日本において経済変数が幸福度

にどのような影響を与えるかを分析した研究はほ

とんどない４)｡ 本稿の目的は, 日本のデータを用

いて失業が個人の幸福度にどのような影響を与え

るかを明らかにすることである｡ 分析に用いるデー

タは, 2 種類のものを用いる｡ 第１に, 著者が独

自に行ったアンケート調査である ｢くらしと社会

に関するアンケート｣ (2002) である｡ この調査

では, 就業状態に加えて個人の幸福度を調査して

いる｡ 第２に, 経済企画庁の 『国民生活選好度調

査』 (1978‒1999) を用いた｡ 『国民生活選好度調査』

では, 幸福度を毎回調査している上, 失業不安の

有無に関する主観的な情報が得られる｡ 推定の結

果は, 所得水準を同一にした場合であっても, 失

業者は幸福度が低くなり, 失業不安は幸福度を引

き下げることを示している｡

Ⅱでそれぞれのデータについて紹介する｡ Ⅲで

失業が幸福度に与える影響に関する実証分析の結

果を報告する｡ Ⅳで, 結論と今後の課題を述べる｡

Ⅱ デ ー タ

１ ｢くらしと社会に関するアンケート｣

幸福度と失業の関係を分析するために用いた一

つめのデータは, 著者が独自に行った ｢くらしと

社会に関するアンケート｣ (2002) である｡ この

調査は, 著者が 2002 年２月 13 日から 26 日にか

けて実施したものである｡ 全国の 20 歳から 65 歳

を対象に 6000 人を層化２段無作為抽出法で抽出

し質問票を郵送した｡ 総回収数は 1943 であり,

そのうち有効回収数は 1928 (有効回収率 32.1％)

であった｡ 設問を大まかに分類すると, 日本経済

について (所得水準の決定要因とその規範的評価,

過去と将来の所得分布の変化, 種々の再分配政策に

関する是非など), 回答者の経済状態について (現

在の所得, 資産, 予想所得, 予想インフレ率, 失業

経験, 幸福度, 階層意識), 回答者の効用関数に関

する質問 (時間選好, リスク回避度), その他個人

属性 (性別, 年齢, 自分と親の学歴その他) などが

ある｡

クロスセクションデータを用いた幸福度研究の

問題は, 個人属性を完全にコントロールできない

ために, 失業から幸福度への因果関係を排除でき

ないことである｡ 本データでもその問題は否定で

きないが, ここでは危険回避度に関する指標で個

人属性をコントロールすることが可能になってい

る点が, 今までの研究と異なる点である｡

危険回避度の指標としては, ｢ふだんあなたが

お出かけになるときに, 天気予報の降水確率が何

％以上の時に傘をもって出かけますか｣ という質

問に対する回答を用いている５)｡ この指標のメリッ

トは, 設問が多くの日本人にとって日常的で理解

しやすいリスク環境を設定していること, 回答が

降水確率という単純な変数で得られることである｡

リスク回避度の指標としてしばしば用いられる

｢仮想的な宝くじに対する評価額｣ という指標で

は, 回答者の所得水準, 資産水準によって危険回

避度が異なる可能性があり, 同一レベルのリスク

に対する回避度を正しく測定できない可能性や,

仮想的な宝くじのリスクの程度を正しく評価でき

ない回答者がいるという問題点がある｡ 一方, 本

稿が採用した指標の問題は, 雨に降られるという

事象そのものが回答者に与える不効用の大きさは,

年齢, 性, 所得などによって異なる可能性がある

点である｡ しかし, 多重回帰による推定では, そ

れらの変数を含めることでその影響を取り除いた

純効果を導くことができる｡

２ 『国民生活選好度調査』

本稿で用いるもう一つのデータは, 『国民生活

選好度調査』 である｡ 『国民生活選好度調査』 は,

経済企画庁 (現内閣府) によって毎年行われ, 3

年に一度時系列比較可能な調査が行われてきたも

のである｡ このデータでは, 時系列的に幸福度に

ついて同じ質問を続けてきた｡ 本研究では, 1978

論 文 失業と幸福度

日本労働研究雑誌 61



No. 528/July 2004

年から 1999 年にかけての３年ごとの時系列調査

年の個票データを用いる｡ 『国民生活選好度調査』

は, 全国に居住する 15 歳以上 75 歳未満の男女を

対象として, 層化２段無作為抽出法により, 訪問

留置法で調査されている｡ サンプル数は, 8 時点

合計３万人である｡ ｢くらしと社会に関するアン

ケート｣ では, 1 時点のクロスセクションデータ

であったため, マクロの失業率の変化が幸福度に

与える影響を分析することができない｡ これに対

し, 『国民生活選好度調査』 は, 8 時点のデータ

であるため, マクロ経済的な変化の影響を分析す

ることができる｡ ただし, 『国民生活選好度調査』

では, 求職状況についての質問を行っていないの

で, 本人が失業していることが幸福度に与える影

響は分析できない｡ しかしながら, ｢『失業の不安

がなく働けること』 が現在あなたの生活でどの程

度満たされているかお答え下さい｣ という質問が

あり, それに対し ｢充分満たされている｣ から

｢ほとんど満たされていない｣ まで５段階の回答

が得られるため, 失業不安が幸福度に与える影響

は分析可能である｡ 本研究では, この質問に対し,

｢あまり満たされていない｣ および ｢ほとんど満

たされていない｣ と回答した者を, ｢失業不安｣

をもっている人であると定義する｡

３ 記述統計

(時系列推移)

図１に, 『国民生活選好度調査』 から幸福度の

平均値の推移を示した｡ 幸福度の平均は 1987 年

に低下した後, その水準で推移し, 1999 年でさ

らに低下している｡ 図１には, 失業率と失業不安

を感じている人の比率を示した｡ まず, 失業不安

比率と失業率は, ほぼ同じ動きをしていることが

わかる｡ 失業不安 (あるいは失業率) と幸福度の

間には, 負の相関が観察される｡

(幸福度の分布)

｢くらしと社会に関するアンケート｣ と 『国民

生活選好度調査』 は, 郵送法と訪問留置法という

調査方法の違い, 回収率の違いがあるため, 幸福

度の分布に差がある可能性がある｡ この点を確か

めるために, 両統計で幸福度の分布を比較しよう｡

図２に, ｢くらしと社会に関するアンケート｣, 図

3 に 『国民生活選好度調査』 の幸福度の分布を示

した｡ 図４には, 『国民生活選好度調査』 の各年

の分布を示している｡ 幸福度の分布の形状は, い

ずれの調査にも共通の特徴がある｡ 第１に, 幸福

度の分布は ｢レベル 5｣ の ｢どちらでもない｣ よ

りも右側に偏っていること, 第２に, 分布のピー

クは ｢レベル 5｣ と ｢レベル 7・8｣ の二つであり,

｢レベル 6｣ と答えるものは比較的少ない｡ また,

回収率が相対的に低い ｢くらしと社会に関するア

ンケート｣ であっても, 幸福度を ｢レベル 4｣ 以

下と答えている者も多く, 幸福感を感じている者

に回答が偏っているという可能性は低い｡ 図４を

みても, 幸福度の分布の形状は時系列的に安定し

ていることがわかる｡

(失業と幸福度)

｢くらしと社会に関するアンケート｣ の結果か
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ら, 失業者・失業経験者・失業不安のある者の幸

福度の分布と, それ以外の者の幸福度の分布を比

較しよう｡ 表１は, 失業者とそれ以外で幸福度の

分布を比較したものである｡ ここで, 幸福度が 6

以上を ｢幸福｣ とし, 幸福度が４以下を ｢不幸｣

とし, 5 を ｢どちらでもない｣ とした｡ 失業者は,

無業者のうち求職活動を行っている者で定義した｡

失業者の約 43％が不幸であると答えているのに

対し, 失業者以外では不幸であると回答している

のは, 約 8％にすぎない｡ 逆に, 失業者で ｢幸福｣

であると回答しているのは約 27％にすぎない｡

失業者以外のグループでは, ｢幸福｣ だと回答し

ている者が過半数を超えるのと対照的である｡

表２は, 過去５年間に失業を経験した者と, そ

れ以外の者とで幸福度を比較している｡ 過去 5 年

以内に失業経験がある者は, 全回答者の約 20％

に達している｡ 失業経験があると, 現在失業して

いる者ほどではなくても, 幸福度の低い者の比率

が失業経験がない者に比べて高い｡ 過去５年以内

に失業経験がある者は, 約 23％が ｢不幸｣ だと

分類されるのに対し, 失業経験のない人は約 6％

が不幸であると答えているだけである｡

失業不安も幸福度にマイナスの影響を与える

(表 3)｡ ｢これから２年以内に家族の誰かが失業
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する可能性がある｣ と答えた人のうち, 約 16％

が不幸であるのに対し, 失業不安を感じていない

人で ｢不幸｣ だと答える人の比率は約５％にすぎ

ない｡

Ⅲ 推定モデルと推定結果

幸福度に影響を与えるのは, 失業だけではない｡

本節では, 幸福度を被説明変数にしたオーダード

プロビットモデルを推定することで, さまざまな

個人属性をコントロールし, 失業要因が幸福度に

影響を与えているか否かを検討する｡

１ ｢くらしと社会に関するアンケート｣ を用いた

推定結果

表４に, ｢くらしと社会に関するアンケート｣

の記述統計を示し, 表５に幸福度の決定要因に関

する推定結果を示した｡ 第１に, 個人属性が幸福

度に与える影響については, 海外での既存研究の

結果と共通する結果が得られていることを指摘で

きる｡ すなわち, 世帯所得・資産が高いほど幸福

度が高いこと, 女性のほうが男性よりも幸福度が

高いこと, 年齢については 40 歳前後で最も幸福

度が低下することが観察できる｡ また, 女性ダミー

の係数の大きさと世帯主で女性という係数の大き

さは, 絶対値でほぼ同じであり符号が異なること

から, 女性であっても世帯主であれば幸福度は男

性と変わらないことが観察できる｡ 第２に, 世帯

所得, 性別, 年齢などの個人属性をコントロール

しても失業・失業経験・失業不安は, 幸福度に大

きなマイナスの影響を与える｡ これらは, 将来の

所得上昇率に関する予想, 危険回避度をコントロー

ルしても影響を受けない｡ つまり, 所得の変化率

や世帯所得, 資産などの経済変数が同じであって

も, 失業状態にあることや, 失業経験をもってい

ること, 失業不安をもっていることは人々の幸福

度を有意に低下させているのである｡ 第 3に, 危

険回避度が高い人々は幸福度が低い｡ この点は,

同じ不確実性に直面している人々であっても, 危

険回避度の高い人は, 幸福度が低くなるという側

面をとらえていると解釈できる｡
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表 1 失業者と幸福度

幸福度

不幸 どちらでもない 幸福 計

失業者以外 8.43 37.45 54.13 100

失業者 43.33 30 26.67 100

計 9.31 37.26 53.43 100

資料出所： ｢くらしと社会に関するアンケート｣ (2002)｡

表 2 失業経験と幸福度

過去５年以内の失業経験
幸福度

不幸 どちらでもない 幸福 計

なし 6.18 36.54 57.28 100

あり 22.57 40.27 37.17 100

計 9.31 37.26 53.43 100

資料出所： ｢くらしと社会に関するアンケート｣ (2002)｡

表 3 失業不安と幸福度

これから２年以内に家族

の誰かが失業する可能性

幸福度

不幸 どちらでもない 幸福 計

なし 4.93 34.23 60.85 100

あり 15.92 41.83 42.25 100

計 9.31 37.26 53.43 100

資料出所： ｢くらしと社会に関するアンケート｣ (2002)｡
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表 4 ｢くらしと社会に関するアンケート｣ 記述統計

変 数 平均 標準偏差

幸福度 6.312 2.009

性 (男性=1, 女性=2) 1.453 0.498

年齢 44.937 12.267

年齢の２乗 2169.646 1074.348

配偶関係 (未婚=1, 既婚・配偶者あり＝2, 既婚・離死別＝3) 1.884 0.468

大卒・大学院卒 0.301 0.459

失業者 0.067 0.250

過去５年に失業経験 0.201 0.401

失業者または過去５年失業経験 0.231 0.422

2 年以内に家族で失業不安 0.400 0.490

都道府県別失業率 5.051 1.009

土地家屋の資産価値 2188.303 2781.213

昨年の所得の増加率 －0.958 3.827

昨年の消費の増加率 0.469 4.003

これから５年の所得の伸び率 －2.021 4.148

世帯所得 746.144 398.279

金融資産 1054.627 1343.617

持ち家 0.728 0.445

単身者 0.096 0.295

世帯主 0.427 0.495

インフレ予想 －0.110 4.748

自営業 0.065 0.247

危険回避度 0.496 0.196

サンプル数 1167

表 5 ｢くらしと社会に関するアンケート｣ 推定結果

モデル 1 モデル 2 モデル 3

女性 0.384*** 0.405*** 0.408***

年齢 －0.078*** －0.080*** －0.096***

年齢２乗 0.001*** 0.001*** 0.001***

有配偶 0.687*** 0.704*** 0.762***

離死別 0.369** 0.413** 0.436**

大学・大学院卒 0.149** 0.160** 0.119*

失業 －0.522*** －0.521*** －0.580***

失業経験 －0.256*** －0.261*** －0.309***

失業不安 －0.300*** －0.310*** －0.243***

実物資産 (1 千万) 0.013 0.012 0.013

世帯年収 (百万) 0.052*** 0.051*** 0.049***

金融資産 (千万) 0.092*** 0.098*** 0.093***

持ち家 0.208*** 0.222*** 0.235***

世帯主 0.137 0.139 0.165

世帯主で女性 －0.409** －0.432** －0.455**

自営業 0.003 －0.075 －0.080

危険回避度 －0.390*** －0.377**

昨年所得増加率 0.010

昨年消費増加率 0.009

将来予想所得上昇率 0.021***

将来予想物価上昇率 －0.003

Number of obs 1419 1381 1262

Pseudo R2 0.0599 0.0619 0.0677

注：***は１％水準, **は５％水準, *は10％水準で有意であることを示す｡

その他の説明変数に同居の家族形態ダミーが含まれている｡
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２ 『国民生活選好度調査』 を用いた推定結果

表６に 『国民生活選好度調査』 の記述統計量を,

表７に幸福度に関する推定結果を示した｡ 『国民

生活選好度調査』 では, 調査対象者が失業してい

るか否かについての質問がないため, 失業が幸福

度に与える影響については分析できないが, 失業

不安に関する分析を行うことはできる｡

表７の結果から, 次の点を確認することができ

る｡ 第１に, モデル１から所得・年齢・性が幸福

度に与える影響については, ｢くらしと社会に関

するアンケート調査｣ と定性的に同じ結果が得ら

れている｡ すなわち, 所得が高いほど幸福度が高

いこと, 年齢は 40 代後半で最も幸福度が低くな

ること, 男性よりも女性のほうが幸福であること,

高学歴者のほうが幸福であることなどである｡ ま

た, 近年の幸福度の低下は, 所得水準や年齢をコ

ントロールしても生じていることが, モデル１の

年ダミーの動きで確認できる｡

また, モデル２からは失業不安を感じていたり,

所得や財産の平等が達成されていないと感じてい

ると有意に幸福度が低下することがわかる｡ 特に,

失業不安の幸福度低下効果は, 世帯所得水準や所

得上昇に対する予想をコントロールしても生じる

ことに注目すべきである｡ 所得水準が高くても,

所得上昇が続くことを予想していても, 社会に失

業不安があることを認識していると幸福度が低下

するのである｡ 物価上昇感を持っていると幸福度

66

表 6 『国民生活選好度調査』 の記述統計

平均 標準偏差

幸福度 6.593 1.782

性 (男＝1, 女＝2) 1.511 0.499

年齢５階級ダミー 6.309 2.955

有配偶 0.764 0.424

離死別 0.066 0.248

高卒 0.576 0.494

大卒 0.135 0.342

対数世帯所得 6.222 0.623

持ち家 0.684 0.464

失業不安 0.336 0.472

不平等大 0.483 0.499

物価上昇 0.570 0.495

健康 0.390 0.487

ストレス 0.308 0.461

失業率 2.862 0.866

失業率２乗 8.944 5.940

消費者物価指数上昇率 1.824 1.630

消費者物価指数上昇率２乗 5.986 6.321

所得上昇 0.167 0.373

サンプル数 24354

注：

失業不安＝｢『失業の不安がなく働けること』 が現在あなたの生活でどの程度満たされているか｣

という質問に, ｢ほとんど満たされていない｣ または ｢あまり満たされていない｣ と答えた

人｡

不平等大＝｢『所得や財産の不平等が少ないこと』 が満たされているか｣ という質問に ｢ほとん

ど満たされていない｣ または ｢あまり満たされていない｣ と答えた人｡

所得上昇＝｢『収入が年々確実に増えること』 がどの程度満たされているか｣ という質問に ｢ほ

とんど満たされている｣ または ｢どちらかというと満たされている｣ と答えた人｡

物価上昇＝｢『物価の上昇によって収入や財産が目減りしないこと』 が満たされているか｣ とい

う質問に ｢ほとんど満たされていない｣ または ｢どちらかというと満たされていない｣ と答

えた人｡

健康＝｢『体力の維持や増強に努めること』 がどの程度満たされているか｣ という質問に ｢ほと

んど満たされている｣ または ｢どちらかというと満たされている｣ と答えた人｡

ストレス＝｢『イライラやストレスなど精神的緊張が少ないこと』 がどの程度満たされているか｣

かという質問に ｢ほとんど満たされていない｣ または ｢どちらかというと満たされていない｣

と答えた人｡



はマイナスの影響を, 自らが健康であればプラス,

ストレスが多いと幸福度はマイナスの影響を受け

る｡ これらの意識変数をモデルに導入すると年ダ

ミーの係数の低下幅は 0.1 ポイントほど縮小する｡

つまり, 近年の幸福度の低下の原因は, 失業不安

や不平等感の高まりによって一部説明可能であ

る６)｡ しかし, それでも最近の年ダミーの係数の

低下は観察されるため, これ以外の重要な変数が

日本人の幸福度の低下に影響を与えている｡

モデル３では, 年ダミーの代わりに失業率を説

明変数に入れたものである｡ 失業率のデータは,

8 時点しかないために強い結果を導くのは危険で

はあるが, 失業率の上昇が幸福度にマイナスの影

響を与えることがわかる｡ モデル４では, インフ

レ率と失業率の変数を説明変数に追加している｡

失業率とインフレ率の２次関数で推定すると, ど

ちらも２次の項はマイナスになる｡ ここから, 幸

福度をピークにする失業率とインフレ率を計算す

ると, 失業率は 4.5％, インフレ率は 3.3％となる｡

少ない時系列情報から失業率とインフレ率が幸福

度に与える影響を判断するのは危険であると断っ

た上で, 2003 年の失業率の水準から失業率がさ
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表 7 『国民生活選好度調査』 による幸福度決定要因

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4

有配偶 0.453*** 0.472*** 0.483*** 0.476***

離死別 0.152*** 0.162*** 0.172*** 0.163***

高卒 0.055*** 0.053*** 0.048*** 0.051***

大卒 0.222*** 0.223*** 0.218*** 0.220***

女性 0.234*** 0.244*** 0.244*** 0.243***

対数実質世帯所得 0.391*** 0.350*** 0.342*** 0.347***

持ち家 0.106*** 0.086*** 0.095*** 0.088***

20－24 歳 －0.090** －0.045 －0.039 －0.044

25－29 歳 －0.109*** －0.065 －0.058 －0.063

30－34 歳 －0.282*** －0.243*** －0.240*** －0.243***

35－39 歳 －0.350*** －0.309*** －0.311*** －0.310***

40－44 歳 －0.415*** －0.387*** －0.394*** －0.390***

45－49 歳 －0.476*** －0.457*** －0.463*** －0.461***

50－54 歳 －0.427*** －0.431*** －0.440*** －0.434***

55－59 歳 －0.369*** －0.394*** －0.407*** －0.399***

60－64 歳 －0.198*** －0.247*** －0.268*** －0.248***

65－69 歳 －0.160*** －0.250*** －0.276*** －0.255***

70 歳以上 －0.030 －0.146*** －0.175*** －0.152***

失業不安 －0.135*** －0.139*** －0.136***

不平等あり －0.104*** －0.107*** －0.105***

所得上昇 0.258*** 0.266*** 0.261***

物価上昇感 －0.047*** －0.040*** －0.044***

健康 0.232*** 0.244*** 0.236***

ストレス －0.281*** －0.287*** －0.284***

失業率 －0.049*** 0.556***

失業率２乗 －0.062***

インフレ率 0.210***

インフレ率２乗 －0.030***

1981 年 －0.035 －0.036

1984 年 0.055** 0.078***

1987 年 －0.216*** －0.119***

1990 年 －0.204*** －0.086***

1993 年 －0.228*** －0.103***

1996 年 －0.272*** －0.096***

1999 年 －0.356*** －0.174***

Log likelihood －44832 －44019 －44053 －44024

Number of obs 24354 24354 24354 24354

Pseudo R2 0.0282 0.0458 0.0451 0.0457

注：***は 1％水準, **は 5％水準で有意であることを示す｡



No. 528/July 2004

らに上昇することは幸福度の下落要因になるが,

3.3％までのレベルまでならインフレ率の上昇は

幸福度の上昇要因になるという計算が可能である｡

Ⅳ お わ り に

本稿では, 幸福度の決定要因を二つの調査の個

票データを用いて実証的に分析した｡ 日本人の幸

福度は, 海外での先行研究と基本的に同じような

要因で決定されている｡ 所得や資産が多いほど幸

福度が高い｡ 年齢の効果は若年層で高く, 40 歳

前後で最も低くなり, それより上の年齢では高く

なる｡ 女性の方が男性よりも幸福である｡ 失業経

験や失業不安は, 幸福度を低くする｡ 危険回避度

が高い人々は, 幸福度が低い｡ 所得の不平等感を

もっている人々は, 幸福度が低い｡ 日本人の幸福

度は, 1980 年代後半以降大きく低下したが, そ

の一部は失業不安の高まり, 不平等度の上昇によっ

て説明できる｡

特に重要な結果は, 失業, 失業経験, 失業不安

が所得水準などの経済変数をコントロールした上

でも, 日本人の幸福度にマイナスの影響を与えて

いることである｡ この結果が正しいとすれば, 人々

の主観的な厚生水準 (幸福度) を引き上げるため

には, 失業者への金銭的な再分配政策を行うより

も, 同額の資金で仕事を創出したほうが効果的で

あるということになる｡ 本稿の分析は, クロスセ

クションデータによる分析であったために, 幸福

度から失業への逆の因果関係や幸福度に影響を与

える観察不可能な変数と失業との相関による係数

のバイアスの可能性を排除することができない｡

今後は, パネルデータを用いて失業と幸福度に関

する分析を進めていく必要がある｡ さらに, 失業

者が長期失業に陥った場合に幸福度はどのような

影響を受けるのか, 年齢別, 地域別に失業の幸福

度に与えるショックは異なるのか, といった分析

が必要とされる７)｡

＊本稿を作成するにあたって太田聰一, 小原美紀の各氏なら

びに関西労働研究会の参加者から有益なコメントをいただ

いた｡ また, 本研究にあたって文部科学省科学研究費 ((B)

(2)12124207, (C)(2)14530109), 21 世紀 COE (大阪大学),

サントリー文化財団, 日本経済研究奨励財団から研究助成

をいただいた｡ 記して感謝したい｡

1) Hamermesh (2004) は, 主観的指標を用いた経済分析に

対して批判的な展望を行っている｡

2) Korpi (1997) はスウェーデンの若者のデータを用いて分

析している｡

3) マクロ経済変数と幸福度については Darity and

Goldsmith (1996), Oswald (1997) を参照｡

4) 幸福度と不平等に関する研究として, 大竹・富岡 (2002,

2003) がある｡

5) 1－(回答)/100 として％単位の変数をつくったので, リス

ク回避度が高いほどこの変数の値が大きい｡

6) もっとも, 幸福度という意識変数を不平等感や失業不安

という意識変数で説明するのは, 因果関係が特定できない

という問題点がある｡

7) ｢くらしと社会に関するアンケート｣ で, 地域別, 年齢別

などの分析を行ったが, 有意な違いは観察されていない｡

しかし, サンプル数が比較的少ないため, 地域別の分析や

年齢別の分析の信頼度は低い｡
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